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新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）一部抜粋

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく行動計画・業務計画

（政府行動計画の作成及び公表等）

第６条 政府は、新型インフルエンザ等の発生に備えて、新型インフルエンザ等対策の実施に関する
計画（以下「政府行動計画」という。）を定めるものとする。
２ 政府行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
四 都道府県の都道府県行動計画、指定公共機関の業務計画を作成する際の基準

（都道府県行動計画）

第７条 都道府県知事は、政府行動計画に基づき、当該都道府県の区域に係る新型インフルエンザ等
対策の実施に関する計画（以下「都道府県行動計画」という。）を作成するものとする。
２ 都道府県行動計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。
三 市町村の市町村行動計画、指定地方公共機関の業務計画を作成する際の基準

（市町村行動計画）

第８条 市町村長は、都道府県行動計画に基づき、当該市町村の区域に係る新型インフルエンザ等対
策の実施に関する計画（以下「市町村行動計画」という。）を作成するものとする。

(指定公共機関及び指定地方公共機関の業務計画)

第９条 指定公共機関又は指定地方公共機関は、それぞれ政府行動計画又は都道府県行動計画に基づ
き、その業務に関し、新型インフルエンザ等対策に関する業務計画(以下「業務計画」という。)を作
成するものとする。

→県の行動計画の全面改訂に伴い、市町の行動計画・指定地方公共機関の業務計画の
改定が必要 ２



１．市町の行動計画について

２．指定地方公共機関の業務計画について

３．行動計画・業務計画改定後について
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１．市町の行動計画について

２．指定地方公共機関の業務計画について

３．行動計画・業務計画改定後について
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政府行動計画記載事項 県行動計画記載事項 市町行動計画記載事項

基本的な方針
区域に係る対策の
総合的な推進に関する事項

区域に係る対策の
総合的な推進に関する事項

国が実施する措置に関する事項 県が実施する措置に関する事項 市町が実施する措置に関する事項

・国内外の発生の状況、動向及び原因
の情報収集

・県内の発生の状況、動向及び原因の
情報収集並びに調査

・地方公共団体、指定公共機関、事業
者及び国民への情報提供

・市町、指定地方公共機関、医療機関、
事業者及び住民への情報提供

・事業者及び住民への情報提供

・国内で初めて発生した場合の対応

・検疫、特定接種、まん延防止措置 ・感染防止の協力要請、まん延防止措置 ・住民への予防接種、まん延防止措置

・医療提供体制確保の総合調整 ・医療従事者確保、医療提供体制の確保

・生活関連物資価格安定措置、その他
の国民生活及び国民経済の安定に関
する事項

・物資売渡し要請、その他の住民の生活
及び地域経済の安定に関する措置に関
する事項

・生活環境保全、その他の住民の生活
及び地域経済の安定に関する措置に
関する事項

特定接種の事業者の登録

都道府県行動計画および指定公
共機関の業務計画の作成基準

市町行動計画・指定地方公共機関
の業務計画の作成基準

実施体制 実施体制 実施体制

地方公共団体の相互の広域的な
連携協力、関係機関の連携協力

他の地方公共団体その他の関係機
関との連携

他の地方公共団体その他の関係機
関との連携

その他 その他 その他

特措法上の行動計画の記載事項の比較

5



行動計画の構成

政府行動計画の構成 県行動計画の構成

第１部
新型インフルエンザ等対策
特別措置法と政府行動計画

新型インフルエンザ等対策
特別措置法と県行動計画

感染症危機を取り巻く状況、新型コロナ対応の経験、行動計画改定の目的

第２部
新型インフルエンザ等対策の
実施に関する基本的方針

新型インフルエンザ等対策の
実施に関する基本的方針

対策の目的および実施に関する基本的な考え方、対策項目の分類、行動計画
実効性確保の取組

第３部
新型インフルエンザ等対策の
各対策項目の考え方及び取組

新型インフルエンザ等対策の
各対策項目の考え方および取組

（次スライド）

総
論

各
論
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政府行動計画の各論構成 県行動計画の各論構成
(保健所設置市も同様)

市町行動計画の各論構成
（保健所設置市を除く）

第１章
実施体制

第１章
実施体制

第１章
実施体制

第２章
情報収集・分析

第２章
情報収集・分析

第３章
サーベイランス

第３章
サーベイランス

第４章
情報提供・共有、リスクコミュニケーション

第４章
情報提供・共有、リスクコミュニケーション

第２章
情報提供・共有、リスクコミュニケーション

第５章
水際対策

※本県では水際対策に関する事項は、
保健の項目に記載

第６章
まん延防止

第５章
まん延防止

第３章
まん延防止

第７章
ワクチン

第６章
ワクチン

第４章
ワクチン

第８章
医療

第７章
医療

第９章
治療薬・治療法

第８章
治療薬・治療法

第10章
検査

第９章
検査

第11章
保健

第10章
保健

第５章
保健

第12章
物資

第11章
物資

第６章
物資

第13章
国民生活及び国民経済の安定の確保

第12章
県民生活および県民経済の安定の確保

第７章
住民の生活及び地域経済の安定の確保

行動計画の各論構成

【参照】市町村行動計画の手引き
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政府行動計画（ガイドライン）上で、市町に求められる主な事項

● 実践的な訓練の実施、連携強化（県が実施する全庁的な研修・訓練への参加）

● 新型インフルエンザ等の発生状況、動向及び原因に関する状況に対する住民の
理解の増進

● 予防接種（住民接種）体制の構築

● 保健所への応援派遣等

● 健康観察への協力

● 要配慮者の把握（要配慮者リストの作成）

● 要配慮者への支援内容の検討、食料品や生活必需品等の提供の準備

● 地域団体、社会福祉施設、障害福祉サービス事業者等と連携した支援体制の構築

● 感染対策物資等の備蓄等（消防隊員分）

市町担当課長説明会で特に重点的事項として記載を依頼した項目
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（参考）全庁的な応援体制の仕組みの構築について

大津市において
「大津市感染症業務支援隊」が

発足されました。

「大津市感染症業務支援隊」・・・
保健所の感染症対応業務経験者を中心とする隊員で

構成され、市民の生命と健康に重大な影響を与える
おそれのある感染症が発生したとき、又は発生のおそれ
がある場合に、保健所が実施する感染症対応業務の支援
にあたるものとされています。

令和６年５月17日大津市プレス資料

保健所設置市以外の市町においても、コロナのような感染症が発生したときは、
全庁的な体制で新型インフルエンザ等対策（コールセンター、ワクチン住民接種、
自宅療養者の健康観察・生活支援、経済対策等）を実施する必要があります。
平時から応援体制（人員の確保）や受援体制（応援職員に何をしてもらうのか）

を決めておくことが重要となります。
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10

市町の行動計画改定のスケジュール等

● ４半期毎に国からスケジュールおよび進捗状況を定期的に照会予定

● 県においても、国や他都道府県の状況も勘案しながら、よくあるＱＡの送付や
情報共有の場の設定などの行動計画改定の支援を検討しているところ

● 各市町でのコロナ対応も振り返りながら、令和８年７月までに行動計画の変更が
完了するよう依頼予定（県の行動計画改定完了後、公文書により依頼を発出）

● 各市町において、特措法上必要なプロセス（学識経験者（感染症の専門家等）の意見
聴取、他の地方公共団体の長の意見聴取、県への報告、議会への報告・公表）を実施

令和７年４月 ７月 令和８年７月

県行動計画
改定案確定の手続

県
行
動
計
画
の
改
定
完
了

市
町
へ
行
動
計
画
改
定
依
頼
通
知

市町行動計画案
作成作業

市
町
の
行
動
計
画
の
改
定
完
了
期
限

国による４半期毎のスケジュールおよび進捗状況確認にあわせて、
ＱＡ送付や情報共有の場の設定などを検討

市町の行動計画改定
スケジュール等準備

特措法上の
プロセス実施



１．市町の行動計画について

２．指定地方公共機関の業務計画について

３．行動計画・業務計画改定後について
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新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）一部抜粋

（定義）

第２条
八 指定地方公共機関 都道府県の区域において医療、医薬品、医療機器又は再生医療等製品の製造
又は販売、電気又はガスの供給、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人、地方道路公社その他の
公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人のうち、前号の政令で定めるもの以外のもので、あ
らかじめ当該法人の意見を聴いて当該都道府県の知事が指定するものをいう。

（指定公共機関及び指定地方公共機関の業務計画）指定地方公共機関部分のみに抜粋

第９条 指定地方公共機関は、都道府県行動計画に基づき、その業務に関し、新型インフルエンザ等
対策に関する業務計画(以下「業務計画」という。)を作成するものとする。
２ 業務計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 指定地方公共機関が実施する新型インフルエンザ等対策の内容及び実施方法に関する事項
二 新型インフルエンザ等対策を実施するための体制に関する事項
三 新型インフルエンザ等対策の実施に関する関係機関との連携に関する事項
四 前三号に掲げるもののほか、新型インフルエンザ等対策の実施に関し必要な事項

３ 指定地方公共機関は、業務計画を作成したときは、速やかに、当該指定地方公共機関を指定した
都道府県知事に報告しなければならない。この場合において、都道府県知事は、当該指定地方公共機
関に対し、必要な助言をすることができる。
４ 指定地方公共機関は、業務計画を作成したときは、速やかに、これを関係市町村長に通知すると
ともに、その要旨を公表しなければならない。
５ 第７条第８項の規定（指定行政機関の長等への資料又は情報の提供、意見の陳述その他必要な協
力の求め）は、業務計画の作成について準用する。
６ 前３項の規定は、業務計画の変更について準用する。

指定地方公共機関とは・・・



（参考）国指定の指定公共機関
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内閣感染症危機管理統括庁主催
令和６年９月開催の指定公共機関に

係る説明会資料より
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滋賀県の指定地方公共機関と関連指定公共機関の状況について

指定日 指定地方
公共機関名

関連する
指定公共機関

関連する指定公共機関の
業務計画改定状況

H25.12.27 一般社団法人
滋賀県LPガス協会

（省略） （省略）

〃 一般社団法人
滋賀県トラック協会

（省略） （省略）

H27.4.14 一般社団法人
滋賀県医師会

公益社団法人 日本医師会
R7.3改定済

〃 一般社団法人
滋賀県薬剤師会

公益社団法人
日本薬剤師会

HP掲載無し

〃 公益社団法人
滋賀県看護協会

公益社団法人
日本看護協会

未
（直近改定H29.11）

H27.4.27 一般社団法人
滋賀県歯科医師会

公益社団法人
日本歯科医師会

未
（直近改定H26.5）

H27.5.21 一般社団法人
滋賀県病院協会

公益社団法人 全日本病院協会
未

（直近改定H26.3）

一般社団法人 日本医療法人協会 R7.3改定済

一般社団法人 日本病院会 R7.2改定済
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業務計画改定のスケジュールについて

● 新型インフルエンザ等対策の的確な実施は、行政機関だけでは不可能であることか
ら、指定公共機関・指定地方公共機関制度が、災害対策基本法や国民保護法同様に設
けられている

● 各市町でのコロナ対応も振り返りながら、令和８年７月までに業務計画の変更が完
了するよう依頼予定（県の行動計画改定完了後、公文書により依頼を発出）

● 国の新型インフルエンザ等対策推進会議でも、４半期に一度の頻度で全国的に市町
村行動計画の改定についてフォローアップが予定されている（県においても随時情報
発信するとともに、各種会議等で情報交換の場を設定することを予定）

令和７年４月 ７月 令和８年２月 ３月 ７月

県行動計画
改定案確定の手続

県
行
動
計
画
の
改
定

業
務
計
画
改
定
案
の

事
前
チ
ェ
ッ
ク
提
出
〆

業務計画改定手続き
（理事会で審議等）

県
事前チェック

事
前
チ
ェ
ッ
ク
の
返
還

業務計画改定素案作成



note
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１．市町の行動計画について

２．指定地方公共機関の業務計画について

３．行動計画・業務計画改定後について
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行動計画・業務計画改定後、実施すべき事項

〇 必要に応じ、市町業務継続計画（インフルエンザ等対策）を改定

（政府行動計画 P57）
・1-4. 地方公共団体等の行動計画等の作成や体制整備・強化
② 都道府県及び市町村は、新型インフルエンザ等の発生時において強化・拡充すべき業務
を実施するために必要な人員等の確保及び有事においても維持すべき業務の継続を図るため、
業務継続計画を作成・変更し、国は当該業務継続計画の作成・変更を支援する。

〇 必要に応じ、市町の行動計画・指定地方公共機関の業務計画を改定（おおむね６年ごと）

（政府行動計画 P55）
・概ね６年ごとに本政府行動計画の改定について、必要な検討を行い、その結果に基づき、
所要の措置を講ずるものとする。

（県行動計画 P15）
・政府行動計画の改定や、新型インフルエンザ等対策の経験や訓練等を通じた改善等を踏
まえて、必要に応じて県行動計画の改定を行うものとする。

（市町の行動計画・指定地方公共機関業務計画）
・特措法上、市町の行動計画や指定地方公共機関の業務計画は、県行動計画に基づき変更
することとされているため、市町の行動計画や指定地方公共機関の業務計画についても、
概ね６年ごとに改定を検討することが必要となる。
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